
東みよし町 事務事業評価シート 評価年度 令和５年度 事業年度 令和４年度

１　事務事業の概要

事務事業名 移住・定住促進事業 整理番号 1302-013

事業継続年数 事業開始年度 平成29年度

分野別施策 ４　移住・定住の推進 所 属 長 谷藤 哲也

主な施策 ４　関係人口の創出 電話番号 82‐6302

第２次
総合計画体系

政策目標 ５　快適で便利なまち 担当部署 企画課

根拠法令等

事業実施方法区分

事務事業の内容
どのような方法・手段で
事務事業を行ったか

　徳島県では平成18年度に徳島県・市町村「団塊の世代対策」推進協議会を設置し、団塊の世代を地域
活性につなげ、都市と地方の移住・交流の促進を図ってきた。平成21年度には「とくしまふるさと回帰推進
協議会」と名称を改め、全ての世代を対象に移住・交流施策を展開している。
　この動きの中、本町でも平成23年度に「東みよし町移住・交流支援センター」を設置し、移住への情報提
供や相談対応、体験・交流事業を展開し、移住交流人口の増加を図ることとしている。
　令和2年度、令和3年度については、新型コロナウイルス感染症に伴い、大阪・東京で行われている移
住・交流フェアにも参加できず、特に目立った活動も行えなかった。
　令和4年度は、新型コロナウイルス感染症の規制も少しずつ緩和されていき、10月には1泊2日の「移住
体験ツアー」を実施することができた。東京、神奈川、大阪から家族連れら4組10人が参加し好評を得た。
大阪で行われた移住・交流フェアにも参加。また、約10年ぶりに「東みよしの説明書（観光パンフレット）」の
大幅なデザインリニューアルも行った。

事務事業の成果
結果・実績はどうか

　全国的にも移住施策への取り組みは活発化しており、各自治体、色々な戦略を考え移住者を確保しよう
としている。本町への移住相談数も年々増加傾向にあり、本町としても何かしらの対策が必要であると考
える。令和4年度は、「移住体験ツアー」に参加した方から「移住を検討したい」「また東みよし町にきたい」
等、好評な意見が挙がった。「東みよしの説明書」を新しくリニューアルできたことで、町の魅力や情報を発
信する貴重なツールができたので、今後様々な場面で活用したい。今後は、継続して本町の情報発信を
続け、来町してもらえる取り組みを実施することも必要だと考える。繋がりのできた関係人口を継続して繋
ぎとめる必要がある。

特記事項

２　事務事業の目的・内容・成果

事務事業の対象
具体的に誰(なに)を

本町に訪れたい、住みたいと考える移住者・受入れ地域住民 対 象 者
移住希望者・

受入地域住民など

事務事業の目的
どのような状態にしたいのか

人口減少の加速化の軽減

  うち繰越分↓

5,846,000
  うち繰越分↓

0 0 0

３　事業費の推移と評価対象年度経費

令和３年度 令和４年度（評価対象年度） 令和５年度（見込）

事業費【(a)～(e)の合計】 340,588
  うち繰越分↓

1,286,640
  うち繰越分↓   うち繰越分↓

財
源
内
訳

 国庫支出金(a)
  うち繰越分↓

 県支出金(b)
  うち繰越分↓

 地方債(c)
  うち繰越分↓   うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓
80,000

  うち繰越分↓
 その他(d) 80,000

  うち繰越分↓
190,000

  うち繰越分↓   うち繰越分↓
うち受益者負担

  うち繰越分↓

  うち繰越分↓
5,766,000

  うち繰越分↓
 一般財源(e) 260,588

  うち繰越分↓
1,096,640

項 1 総務管理費 目 7 企画費

特定財源の名称・金額
市町村振興協会市町村交付金（ふるさと回帰対策事業助成金） 80,000円
ふるさと回帰推進協議会助成金 110,000円

令和４年度
経費の内訳

事務事業に係る経費の詳細

予算科目（歳出区分) 会計 1 一般会計 款 2 総務費

旅費 19,900円　システム等保守管理業務委託料 201,740円　各種業務委託料 825,000円　会場借上
料 110,000円　各種負担金 130,000円

備　 考

町直営 全部委託 一部委託 補助金等指定管理

5年以内 6年～10年 11年～20年 21年以上


